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1.保税業務検査の概要 
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3.非違事例 
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確認 

 

法令に定められた 
義務規定・許可条件 
の遵守状況及び履行状況 
 

検証 

 

 

貨物管理に関する社内管理 
規定（ＣＰ＝Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ- 
Ｐｒｏｇｒａｍ ）の履行状況 
 
  根拠条文： 

関税法第105条 

関税法第34条の2 

保税行政の秩序維持・保税地域の健全な運営の確保 

厳格な貨物管理の実現 

国際物流の安全確保と 

円滑化の両立への寄与 
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（1）外国貨物を置く場所の制限（関税法第30条） 

（2）見本の一時持出（関税法第32条） 

（3）外国貨物の廃棄（関税法第34条） 

（4）記帳義務（関税法第34条の2） 

（5）貨物の取り扱い（関税法第40条）  

（6）蔵入承認（関税法第43条の3第1項） 

（7）貨物の収容能力の増減、工事等（関税法第44条第1項） 

（8）貨物が亡失した場合の届出（関税法第45条第3項） 

（9）休業又は廃業の届出（関税法第46条） 

保税蔵置場における関連法令 



（1）蔵置貨物の種類の変更⇒あらかじめ税関長への届出 

（2）名称・所在地・主要な従業者の変更⇒遅滞なく税関長への届出 

（3）蔵置貨物に関する帳簿⇒2年間の保存  

（4）許可の要件に該当した⇒届出（関税法第43条第3項から第7項）     

（5）蔵入れ貨物のみ置く施設⇒あらかじめの倉入れ承認 

（6）内部監査人による評価・監査 

    ⇒原則、毎年実施、その結果を税関に提出 

（7）貨物の亡失、外国貨物の保全を図る措置を講じること。    
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（関税法施行令第35条第3項、関税法基本通達42-11） 

保税蔵置場の許可に付する条件 



別表1の1. 

禁止されている行為を行い、若しくは許可・承認
を要する行為について、許可・承認を受けること
なく、当該行為を行うこと！（基礎点数 3） 

 

別表1の2. 

税関への届出若しくは報告等又は自主的な記帳を
要する行為について、当該届出、報告等又は記帳
を怠ること！（基礎点数 2） 

 

法
の
規
定
に
違
反
す
る
行
為 

義
務
を
怠
る
・
違
反
す
る
等 

関税関係基本通達48-1（保税蔵置場に対する処分の基準等） 
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指摘、指導事

項なし 

83% 

指摘、指導事

項あり 

16% 

[分類名] 
[パーセンテー

ジ] 

   名古屋税関管内における保税業務検査結果  

2016.7～2017.6 検査結果 



記帳義務 

88% 

収容能力未届 

5% 

無許可他所蔵

置 5% 

その他 

2% 

2016.7～2017.6 
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   全国税関における非違概要 ～非違の態様～  

     



申し出 

46% 

業務検査 

36% 

その他 18% 

2016.7～2017.6 
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   全国税関における非違概要 ～非違の発見端緒～ 

     



    3. 非違事例 ～その1～ 

             輸出貨物における保税台帳の未作成 

・保税業務経験が浅く、保税
知識不足であった。 

 

・外国貨物の取扱い量の減少
により、保税蔵置場としての
認識が薄くなっていた。 
 

A社 ＨＷ 

通関業者 
A社 

船積指図書（S/O） 
・輸出許可書 内国貨物 

 恒常的に内国貨物として
出荷されていたので、まさ
か、A社蔵置場で輸出通関さ

れ外国貨物として出荷され
るものとは認知していな
かった。 

・NACCS不参加 

    ・マニュアル台帳 
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外国貨物 

記帳担当者 

FAX 

電子メール 

 

製造者 

 B社 

 

出荷計画・出荷指示 

× 

○ 
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工事届未提出 

  工事届を提出することなく、保税蔵置場の工事を行った 

・軽微な工事と判断した。 

・工事届を提出する業務の担 

 当者が決まっていない。          
・迷ったら、工事に着手する 

 前、工事計画がある場合 

 は、事前に保税担当部門に 

 相談してください。 

関税法第44条第1

項違反 

・老朽化した建屋の改修、構造物の設置 

・周囲フェンスの改修 

・冷凍倉庫の鉄扉の取換え 

・加工機械、防犯カメラ、太陽光発電用 

 パネル等の設備の設置 

ＨＷ 必ず、事前に提出 

    3. 非違事例 ～その2～ 
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貨物の収容能力の
減の届出（減坪届）
を未提出 

 保税蔵置場の一部について賃貸借契約を結び、他社に貸し付けていた 

・恒常的に貸し付け状態
にあり、貨物の収容能力
の届出をする必要がある
ことの認識がなかった。            

関税法第44条第1項
違反 

A社 ＨＷ 

・貨物量も減って、本社からも 
 スペースの効率的利用をする 
 ように言われている。 
・A社とB社との間で建物の一部 
 を貸付ける賃貸者契約を締結。 

B社 ＨＷ 

賃貸借契約 

    3. 非違事例 ～その3～ 



・ 平成27年7月～平成28年６月までに全国で発生した非違件数は８０件程度。そのうち９割弱が記帳義務に係る非違。  

・記帳義務違反のうち誤搬出（輸入未許可貨物の「誤搬出」や輸出許可済貨物の積み残し等）に起因したものが約６割

弱、未記帳が約３割、民間管理資料の取得漏れが約１割強となっている。 

 （※）民間管理資料の取得漏れとは、税関にＮＡＣＣＳの民間管理資料を保税台帳として保存することを届け出ているものであるため、取得漏れは 

    『保税台帳の未記帳』による記帳義務違反となる。 

・内国貨物を輸出許可済貨物とともに誤搬出した事故扱い事例も散見される。 

ポイント 

        3. 非違事例（平成２７年７月～平成２８年６月） 

倉主の過失により貨物を誤搬出した場合の考え方 

関税法34条の２ 

外国貨物 

内国貨物 記帳義務なし 

関税法48条1項 

事故 
※法第48条1項1号の規定
に該当しない行為 

非違 
 

※点数が１０点を超えた
場合 は、１０点を超える
点数１点につき１日の搬
入停止（100点以上：原
則、許可取消し） 

記帳義務違反 
 

※未記帳、誤記帳 

原
則
、
許
可
取
消
し 

貨
物
管
理
体
制
に
つ
い
て
改
善
さ
れ
な

い
場
合 

（
業
務
遂
行
能
力
の
欠
如
） 

（注） 貨物管理について、今後、改善が見込まれる等、許可を取り消すことが適当でないと税関長が判断した場合は、改善に要する日数等を勘案
した上で、搬入停止処分。 

（注） （注） 



  外国貨物の誤搬出に係る非違事例 ① 

事例の概要） 

① M国向けに輸出しようとする貨物１０ＣＴを保税蔵置

場に搬入し、保税台帳に記帳した。 

② 現場担当者が、品番の確認をせずに輸出用ラベル（以

下「ラベル」という。）の貼付作業を行ったことから、当

該貨物10ＣＴの隣に蔵置されていた同種の内国貨物２CTに

誤ってラベルを貼付してしまった。   

③ その後、上記①で搬入した貨物について、輸出許可を

受け、バンニングを行ったが、その際も、誤ってラベルを

貼付した貨物に気付くことなく作業を終了し、蔵置場から

搬出した。          

④ 結果、誤ってラベルを貼付した輸出許可未済貨物２Ｃ

Ｔを誤搬出し、輸出許可を受けた２CTは積み残しとなっ

た。 

⑤ 保税台帳は、当初の輸出予定貨物について、輸出

許可を受け、全量搬出と記帳された。  

【倉庫内】      

品番確認 

漏れ 

輸出しようとする貨物（10ＣＴ） 

誤ってラベルを貼付 
した貨物 

バンニング 

積残しとなった 

輸出許可済貨物 

コンテナ 

判定） 

・輸出許可を受け、積み残しとなった２CTについては、 

搬出していないにもかかわらず、搬出の記帳をしたため、 

記帳義務違反となる。 

同種の内国貨物 
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  外国貨物の誤搬出に係る非違事例 ② 

事例の概要） 

 

① 輸入申告予定の外国貨物について、当該貨物の荷主が 

 搬出の立会いを行うために、保税蔵置場を訪問した。 
       

② 荷主は、現場担当者に、貨物の搬出を指示した。 
               

③ 現場担当者は、荷主から搬出指示があった貨物全量に 

 ついては既に輸入許可済であると思い込み、輸入許可書

との対査を行うことなく、輸入許可済貨物とともに輸入未

許可貨物についても、搬出したもの。 

【倉庫内】      

判定） 

・輸入未許可貨物（外国貨物）に係る搬出の記帳がない 

 ため、記帳義務違反となる。 

荷主訪問 
荷主からの 
搬出指示！ 

３パレットとも 
同一の荷主の貨物 

許可未済 許可未済 許可済 

３パレットとも輸入許可済 
と思いこみ 搬出 
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  外国貨物の誤搬出に係る非違事例 ③ 

事例の概要） 

 

① 通関担当者は、保税担当者に滅却予定貨物があること

から、当該貨物について搬出の準備をして欲しい旨の依頼

をした。（ただし、この時点では滅却承認申請は行われて

いない） 

② 保税担当者は、この依頼を滅却承認手続終了後の搬出

指示と思い込み、滅却承認書を確認することなく、現場担

当者に滅却予定貨物の搬出を指示し、現場担当者は、指示

に基づき当該貨物を搬出した。 

③ 搬出後、保税担当者がＮＡＣＣＳに搬出登録をしよう

としたところ、搬出の登録ができなかった。調査した結

果、当該貨物に係る滅却承認手続が未済のまま搬出されて

いたことが判明した。             

【倉庫内】      

判定） 

・外国貨物の搬出の記帳がないため、記帳義務違反となる。 

滅却予定 

貨  物 

搬出登録不可 
（BOB） 

滅却申請が 
されていない！ 

【搬出後】      
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  内国貨物の誤搬出に係る事例 

 

事例の概要） 
     

① 保税蔵置場の現場担当者は、輸出許可済貨物

（Ａ）をバンニングした。 
      

② 貨物（Ｂ）は、（Ａ）と同じ仕向地へ輸出する

予定であったため、現場担当者は貨物（Ｂ）につい

ても、既に輸出許可を受けていると思い込み、

（Ａ）のバンニング終了後、同じコンテナに貨物

（Ｂ）もバンニングして搬出した。     
                   

③ 本事案では、貨物（Ａ）の搬出及び記帳は適正

に行われたが、輸出許可未済貨物である貨物（Ｂ）

を誤搬出したもの。 

【倉庫内】      

（Ａ） 
輸出許可 
済貨物 

バンニング 

コンテナ 

判定） 

 ・ 内国貨物（輸出予定貨物）を誤って海外へ送り出した場合 

  には、誤搬出による記帳義務違反にはならないが、同様な 

  事案が頻発する場合、業務遂行能力の欠如として、関税法 

  第48条第1項第２号処分となる可能性がある。 

（Ｂ） 内国貨物 
（輸出予定貨物） 

（Ｂ）も輸出許可が 

でているだろう 

誤認 
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誤搬出防止へ ① 

 誰にでもミスをする可能性はあります。保税業務も例外ではありません。 
 

   ▼ 知識不足  ▼ 思い込み  ▼ 引継不十分  ▼ 連絡ミス・連絡不足 
 

 非違の発生は、基本動作の不徹底が最大の要因です。 

 

 

 誤搬出を生じさせるような貨物管理体制が改善されないときは、搬入停止又は許可取り
消し処分となる。 

 

 ※ 今回説明した誤搬出の考え方、事例については、倉主の過失によるものであるが、誤搬出が故意に行われた場合には、関税法第111条違反（無許可 

    輸入又は無許可輸出）に問われることがあります。 

 誤搬出のほとんどは輸出許可書等の搬出関係書類と現物の対査確認を怠ったことが原
因。 

 

 その他は、作業を一時中断した際に貨物を移動した、または担当者間の連絡忘れといっ
た単純ミスが原因。 



誤搬出防止へ ② 

 非違の防止のためには、 
 

 貨物管理の「かなめ」である「貨物管理責任者」が、搬入・蔵置・搬出等の段階におい
て、 

  適切かつ確実に関与することが大事。 

 

 充実した社内研修・教育を継続的に行うことが有効。 

 

 厳正な内部監査の実施が重要。 

 

非違（法の規定に違反する行為）の“ゼロ”を目指し、今一度、貨物
管理に関する基本動作の徹底をお願いします。 



   

 

END 


